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技術基盤グループの組織図

技術基盤課
（２０）

シビアアクシデント研究部門
（２８）

地震・津波研究部門
（４０）

システム安全研究部門
（4３）

技術基盤グループ長

核燃料廃棄物研究部門
（３２）− 熱流動

− 火災防護
− 核特性
− 核燃料
− 高経年化対策
− 新型炉
− 人的要因（HF）・計測制御

− 確率論的リスク評価
− シビアアクシデント評価
− 環境影響評価・防災

− 廃棄・廃止措置
− 廃棄物処分
− 管理施設・輸送
− 核燃料サイクル

− 地震・地震動
− 津波
− 土木・建築
− 機器・システム
− 経年・構造
− その他の外部事象

− ＱＭＳ
− 安全研究
− 基準
− 庶務・旅費・契約

括弧内は部門人数
（令和３年７月１日時点）
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技術基盤グループの主要業務

１．規制基準類の整備
規制基準やガイド類の整備・見直し、民間規格の引用 等

２．安全研究の管理、実施
規制部門のニーズや規制基準類に基づく安全研究の推進 等

【プロジェクト数：令和３年度】
システム安全： ４件 シビアアクシデント：７件
核燃料廃棄物： ４件 地震・津波： ：５件

３．原子力規制部等に対する技術的支援
新規制基準適合性審査に対する技術的支援、東京電力福島第一原子力発電所事故分析等に
係る技術的支援 等

○技術基盤グループの役割

・技術基盤グループは、原子力規制委員会の使命（原子力に対する
確かな規制を通じて、人と環境を守ること）を達成するため、規
制基準の策定、審査等の支援、また、将来、これらを実施するた
めに必要な安全研究を行う。
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規制部門のニーズや規制基準類に基づく安全研究の推進について

技術基盤
グループ

規制部門

＜分科会の実施＞

・外部事象（ハザード、フラジ
リティ）
・火災防護
・人的組織的要因
・リスク評価
・シビアアクシデント（軽水炉
）
・熱流動・核特性
・核燃料
・材料・構造
・特定原子力施設
・核燃料サイクル施設
・放射性廃棄物埋設施設
・廃止措置・クリアランス

「今後推進すべき安全研究の分野及びその実施方針」
の策定

• 研究ニーズに対する進
捗状況及び今後の見
通しを説明

• 研究シーズの有用性を
説明（既存及び新規）

• 新たな研究ニーズの対
応方針を検討

• 研究ニーズに対する進捗
状況及び今後の見通しを
確認

• 研究シーズの有用性を確
認（既存及び新規）

• 新規研究ニーズの説明（あ
れば）

調整結果の報告



6

原子力規制委員会が対象とする安全研究

「今後推進すべき安全研究の分野及びその実施方針」 （令和４年度以降の安全研究に向
けて）（令和３年７月１４日原子力規制委員会）（抜粋）

「原子力規制委員会における安全研究の基本方針」（改正 令和元年５ 月 ２９
日原子力規制委員会）において、安全研究プロジェクトの企画に関し、原子力
規制委員会は、原則として毎年度、次年度以降を対象とした「今後推進すべき
安全研究の分野及びその実施方針」（以下「実施方針」という。）を策定する
こととしている。

（３）核燃料サイクル・廃棄物
・ 核燃料サイクル施設
・ 放射性廃棄物埋設施設
・ 廃止措置・クリアランス

（１）横断的原子力安全
・ 外部事象（地震、津波、火山等）
・ 火災防護
・ 人的組織的要因

（４）原子力災害対策・放射線規制等
・ 原子力災害対策
・ 放射線規制・管理
・ 保障措置・核物質防護

（５）技術基盤の構築・維持

（２）原子炉施設
・ リスク評価 ・ シビアアクシデント（軽水炉）
・ 熱流動・核特性 ・ 核燃料
・ 材料・構造 ・ 特定原子力施設
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システム安全研究部門の業務

原子力発電所等原子力システムの安全性（シビアアクシデントに係るも
のを除く。）に関する調査及び研究を所掌する。

技術分野 主要概要

熱流動
・軽水炉の熱流動に係る安全研究、評価手法の整備
・軽水炉の熱流動に係る規制支援、規制基準類の整備

火災防護 •火災防護に係る安全研究、規制基準類の整備

核特性
•原子炉の核特性、炉心動特性、燃料デブリ取出し時の核特性評価手法の整備
•規制基準類の整備、情報収集・分析

核燃料
•核燃料に係る安全研究・評価手法の整備
・規制基準類の整備、情報収集・分析

高経年化対策
（材料・プラント技

術評価）

•高経年化・材料健全性に係る安全研究、規制基準類の整備
•高経年化技術評価及び運転期間延長認可の審査支援
•学協会規格の技術評価支援

新型炉
•高速炉に関する安全研究、評価手法の整備
•高速炉の安全規制支援、規制基準類の整備

人的要因（HF）・
計測制御

•安全文化の育成と維持に係る情報収集・分析、規制基準類の整備、検査支援•デ
ジタル式安全保護装置の共通原因故障対策に係る情報収集・分析
・原子炉制御室等の人間工学設計評価に係る安全研究



8

システム安全研究部門における安全研究

代表的な安全研究プロジェクト
○実機材料等を活用した経年劣化評価・検証に係る研究

＜プロジェクトの概要＞
原子力発電所の長期運転に際しては、機器

・構造物の経年劣化挙動を適切に評価し、的
確な経年劣化管理を行うことにより、供用期
間中において健全性が維持されることが重要
です。これまで、機器・構造物の健全性評価
は、主に、加速劣化により模擬的に経年劣化
を付与した材料の試験データに基づき行われ
てきました。本研究では、既存の健全性評価
手法等の保守性を検証するため、国内で廃止
措置中の原子力発電所等から採取した実機材
料やこれまでの研究で蓄積した知見を活用し
た試験等を行います。

ケーブルの絶縁材

炉内構造物の
ステンレス鋼

原子炉圧力容器

冷却材ノズル等の
低合金鋼及び炭素鋼

コンクリート構造物

１次冷却材管の
ステンレス鋼鋳鋼

主な対象機器及び材料（PWR)

活用

・学協会規格の技術評価
・高経年化技術評価の審査
・運転期間延長認可の審査

実機材料の採取
・材料試験
・経年劣化評価

ケーブル
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シビアアクシデント研究部門の業務

技術分野 主要概要

確率論的リスク評価
（PRA）

• 重大事故による炉心損傷頻度を系統的に求める確率論的リスク評価
（PRA）手法（火災、溢水、地震、津波PRAモデルの整備など）を開発。

• 原子力規制検査に活用するリスク情報等の整備。

シビアアクシデント評価

• シビアアクシデント時に想定される現象や対策の有効性等を把握するた
めの安全研究の実施。

• 国産シビアアクシデント解析コードの開発及び新規制基準の適合性審査
や安全性向上評価などに活用する技術的知見の整備。

環境影響評価・防災

• 放射性物質の放出を伴う事故における影響評価に関する安全研究の実施。
• 遮へい解析手法、放射性物質の環境中における拡散解析手法などの整備

及び新規制基準の有効性評価ガイドなどの規制基準類の整備。
• 原子力災害対策における防護措置の判断や実効的な防護措置の枠組みを

構築するための技術的知見の取得。

原子炉施設のシビアアクシデントに関する調査及び研究を所掌する。
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シビアアクシデント研究部門における安全研究

代表的な安全研究プロジェクト
○ 技術基盤分野の規制高度化研究事業（リスク情報の活用）

＜事業の概要＞
平成29年4月の原子炉等規制法改定により、令和2年4月からリスク情報を活用した

原子力規制検査が開始された。
本事業では、確率論的リスク評価（PRA）手法等の技術基盤を整備し、原子力規制

検査で活用するPRA モデルの確認、検査時の気付き事項等を評価するためのリスク評
価ツールの開発、検査で参考とするプラントのリスク情報等に必要な知見の蓄積をはか
る。

確率論的リスク評価（PRA）の概要

原子炉で想定される事故を対象に、事故を収束させるために必要な安
全設備が運転に失敗する可能性を確率を用いて評価し、安全性が損な
われる確率を評価する手法

成功

成功

失敗

健全

健全

損傷

どれか一つでも故障すると失敗

失敗
安全設備①の失敗 安全設備②の失敗

系統1
の故障

系統2
の故障

両方が故障すると失敗

ポンプ
の故障

弁の故
障

タンク
の故障

事故

事故の発生 安全設備① 安全設備② 炉心の状態

失敗

全交流電源喪

失

70%

非常用炉心冷

却装置注水機

能喪失

15%

原子炉停止機

能喪失

10%

その他

5%

PRAにおける炉心損傷頻度の解析結果例
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核燃料廃棄物研究部門の業務

原子炉施設の廃止措置、その他施設の設計・建設・運転・廃止措置、
施設間の輸送及び廃棄物を所掌（耐震・構造分野、火災防護分野、検
査等業務を除く。）。

技術分野 主要概要

廃棄・廃止措置分野
• 放射性廃棄物の廃棄確認並びに原子力施設の廃止措置及びク

リアランスに係る安全性の解析及び評価の実施、規制基準類
の整備、安全研究、データ及び情報の収集整理・分析

廃棄物処分分野
• 放射性廃棄物埋設施設に係る安全性の解析及び評価の実施、

規制基準類の整備、安全研究、データ及び情報の収集整理・
分析

管理施設・輸送分野
• 廃棄物管理施設、使用済燃料貯蔵施設及び放射性物質の輸送

に係る安全性の解析及び評価の実施、規制基準類の整備、安
全研究、データ及び情報の収集整理・分析

核燃料サイクル分野
• 再処理施設、燃料加工施設に係る安全性の解析・評価、安全

研究、規制基準類の整備、データ及び情報の収集整理・分析
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核燃料廃棄物研究部門における安全研究

廃棄物埋設における長期性能評価に関する研究

代表的な安全研究プロジェクト
○ 廃棄物埋設における長期性能評価に関する研究
＜プロジェクトの概要＞

中深度処分における基準に対する適合性審査に向けた科学的・技術的知見、地層処分における安全確保の
考え方を整備するに当たって必要な科学的・技術的要件等を取りまとめる。

○ 放射性廃棄物の放射能濃度等の定量評価技術に関する研究
＜プロジェクトの概要＞
廃止措置に関連した技術的な調査・研究を行い、規制基準の適合性判断に必要な測定手法等を整備するに

当たって必要な科学的・技術的要件等を取りまとめる。

放射性廃棄物の放射能濃度等の定量評価技術に関する研究

容器に収納された廃棄体等の非破壊測定による放射能濃度評価方
法の妥当性評価手法の検討
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核燃料廃棄物研究部門における安全研究

代表的な共同研究プロジェクトの例（安全研究プロジェクト「放射性廃棄物の放射能
濃度等の定量評価技術に関する研究」の一部として実施）

○ 長半減期放射性核種の分析における信頼性確保に関する研究

○ 低濃度放射能測定の定量化に関する研究

＜事業の概要＞

放射性廃棄物やクリアランス対象物の放射能濃度評価の信頼性確保に資するため、長半減期核種
の分析及び低濃度放射能測定における不確かさを抽出し、その度合いを定量的に把握するための
研究を、大学及び研究機関と共同で行う。

分析の流れと不確かさ要因 組成・形状が複雑なクリアランス対象物の評価

ケーブル等、組成・形状が複雑な物質が含まれる場合も、放射能
濃度の値を不確かさとともに定量的に導出する方法について、実験
的手法も交えて知見を蓄積
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地震・津波研究部門の業務

地震・津波等に対する原子力施設の構造安全性及び核燃料物質の
輸送の安全性に関する調査及び研究を所掌する。

技術分野 主要概要

地震・地震動

• 震源近傍の地震ハザード評価手法の高度化に関する研究
（断層モデルを用いた地震動評価手法、確率論的地震ハザード評価手法、

断層変位評価手法）
• 地震の活動履歴評価手法に関する研究（活断層に起因する内陸地殻内地震の履歴に

関する評価手法、プレート間地震の履歴に関する評価手法）

津波
• 津波評価手法及び既往津波の波源推定に関する研究

（海溝軸付近で発生する津波の初期水位設定方法の改良、既往の巨大津波の波源推定）

土木・建築
• 地震・津波等に係るフラジリティ評価関連手法等の検討（防潮堤等）
• 外部事象等による衝突・衝撃に対する評価手法の検討（建物・構築物の衝撃伝播等）
• 地震・津波に対する建物・構築物・土木構造物の構造健全性評価

機器・システム
• 地震・津波等に係るフラジリティ評価関連手法等の検討（耐震重要設備等）
• 地震・津波に対する機器・配管系の構造健全性評価

経年・構造
• 経年事象を考慮した地震･津波等に対する構造健全性評価
• 外部事象等による衝突・衝撃に対する評価手法の検討（設備応答・耐力等）
• 輸送容器の落下による衝撃挙動に係る構造健全性評価

その他の外部事象 • 火山、竜巻 等
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地震・津波研究部門における安全研究（ハザード関連）

代表的な安全研究プロジェクト
○ 津波地震による津波の特性化波源モデルの構築
＜事業の概要＞

地震によって発生する津波を精度良く評価するために、海溝軸付近の地殻変動の水平変位
を模擬した水理模型実験を実施して、地殻変動の水平変位が津波に与える影響を考慮した
津波評価手法を整備する。

水槽寸法
•長さ4m x 幅0.265m x 深さ0.49m

可動式斜面模型寸法
•長さ3m x 幅0.265m x 最大高さ0.17m

実験パラメータ
•可動式斜面模型の斜面勾配、速度、加速度及び変位量並びに水深

最大水位に影響があるパラメータの検討水理実験装置

東北大学保有の水槽に可動式斜面模型を設置 Tr･c/L

•Hmax ：最大水位
•dy ：可動式斜面模型の水平移動に伴う

底面高さの増分
•Tr ：可動式斜面模型の水平移動時間
•c ：波速
•L ：斜面の幅
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地震・津波研究部門における安全研究（フラジリティ関連）

電動弁駆動部（電気品部位）
を対象とした衝撃振動試験

鉄筋コンクリート構造物を対象とした
飛翔体衝突に関する試験

加
振
方
向

衝突位置

代表的な安全研究プロジェクト
○ 飛翔体等による衝突・衝撃挙動に係る応答・耐力評価
＜事業の概要＞

飛翔体等の衝突に対する建屋・構築物の挙動を評価するため、局部損傷及び全体損傷に関
する試験並びにシミュレーション解析を行い、衝突時の応答挙動に係る技術的知見を蓄積
する。
また、飛翔体等の建屋衝突時に発生する衝撃振動に対する設備の機能限界を把握するた
め、電気品を対象とした衝撃振動試験を実施し、機能限界に係る技術的知見を蓄積する。
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原子力規制庁の紹介

【研究職用パンフレット】

原子力規制委員会ホームページ
URL https://www.nsr.go.jp/

※本資料で示した内容は著者等の見解であり、原子力規制委員会の見解を示したものではありません


